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序     文 
 

タンザニア連合共和国では、年間10万人以上の市民がマラリアによって死亡しており、その多

くは5歳未満の乳幼児と妊産婦です。2000年には日本を含む世界各国の代表がナイジェリアの首都

アブジャに集まり、マラリアの蔓延に苦しむ開発途上国、特にサハラ以南のアフリカ諸国におけ

るマラリア対策を強化すべく「ロールバック・マラリア・イニシアティブ」を立ち上げました。「ロ

ールバック・マラリア・イニシアティブ」の柱の1つは「早期診断」と「早期治療」ですが、今回

の運営指導調査の対象となった「包括的マラリア対策プロジェクト」はマラリア対策のなかの「早

期診断」と「早期治療」を強化すべく実施されました。 

国際協力機構（JICA）は1993年から2002年まで、マラリア患者への看護管理とアクリジン・オ

レンジ染色法（AO法）によるマラリア診断法の2分野を強化するための現地国内研修「マラリア対

策フェーズI（1993～1998年）」及び「マラリア対策フェーズII（1998～2002年）」を実施しました。

タンザニア連合共和国政府はこれらプロジェクトの成果を高く評価し、マラリア看護及びAO法の

更なる普及をめざす技術協力プロジェクトの実施をわが国に要請しました。 

これを受け、JICAは2003年11月及び2004年2月にプロジェクト実施の可能性について調査をすべ

く事前評価調査団をタンザニア連合共和国に派遣したのち、2004年11月より「包括的マラリア対

策プロジェクト」（2004年～2007年）を実施してきました。 

2007年11月の協力終了を控え、JICAは、これまでのプロジェクト活動及びその成果を確認・分

析し、その結果を踏まえて予定協力期間終了に向けた提言を行うとともに、予定協力期間終了後

の本プロジェクトの扱いについても検討を加え、提言を取りまとめることを目的として、2007年7

月7日から7月28日までの日程で調査団を派遣しました。本報告書は、この調査団の調査結果を取

りまとめたものです。 

ここに、本調査にご協力を賜りました関係者の皆様に深く謝意を表しますとともに、当機構の

行う今後の協力事業の実施に、皆様の更なるご協力をお願いする次第です。 

 

平成19年8月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 菊地 文夫 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：タンザニア連合共和国 案件名：包括的マラリア対策プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 母子保健チーム 協力金額（評価時点）：1.35億円 

 

 

協力期間 

 

2004年11月23日～ 

      2007年11月22日 

先方関係機関：国家マラリア対策計画、 

ザンジバルマラリア対策計画、他 

日本側協力機関： 

他の関連協力： 

 

１－１ 協力の背景と概要 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）において、マラリアは、患者数（年間

1,400～1,800万人うち、入院が必要な重篤な患者数は110万人）、医療施設を訪れる外来患者の比

率（40％）、死亡者数（年間10万人）などで深刻な状況であり、HIV/エイズと並び大きな社会的・

経済的負担を及ぼしている疾患の1つである。タンザニア保健社会福祉省は、早期診断と早期治

療を基本に位置づける国家マラリア対策計画（National Malaria Control Programme：NMCP）を

策定し、実施している。こうしたタンザニア政府の努力を支援するため、国際協力機構（JICA）

は、1986年よりマラリア対策協力活動を実施している。包括的マラリア対策プロジェクト

（Integrated Malaria Control Project：IMCP）は、JICA技術協力により認定された、アクリジン・

オレンジ染色法（Acridine Orange：AO法）を使ったマラリア迅速診断法1及びマラリア疾患管理

の地方普及並びに都市マラリア対策を推進するため、タンザニア政府より要請され、2004年11

月に開始されたものである。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、保健社会福祉省下にあるNMCPをカウンターパート（Counterpart：C/P）

機関として、2004年11月から2007年11月までの3年間の予定で実施している。①マラリア看護、

②マラリア診断、③コミュニティにおける環境マネジメント、の3つのコンポーネントの実施を

通じて、保健施設におけるマラリアへの対応が適切に行われ、かつダルエスサラ―ム市内のハ

マダラ蚊の生息地が減少することをめざしている。 

 

 （1）上位目標 

マラリアによる死亡率が減少する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

1）科学的根拠に基づいた診断・看護が医療施設で行われるようになる。 

                                                        
1 JICA技術協力による支援を受け、2003年にマラリア標準診断法として認定されたもの。 
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2）ハマダラ蚊生息地を減少させるための環境マネジメントモデルを確立する。 

 

 （3）成果 

1）看護講師（県代表）のマラリア看護研修を実施するための能力が向上する。 

2）看護講師（県代表）の知識・技術が各県で現場の看護師に伝授される。 

3）検査技師がAO法によるマラリア検査とAO法用顕微鏡の保守管理に関する知識・技術を

習得し、県保健局（Council Health Management Team：CHMT）への定期的報告の項目・

手順を理解する。 

4）医療施設がAO法用顕微鏡を維持管理し、AO法用消耗品を調達する体制が確立する。

5）ダルエスサラーム市の既存のマラリア対策排水溝が清掃される。 

6）ダルエスサラーム市のコミュニティがハマダラ蚊対策のための環境整備を実施する体

制が確立する。 

 

 （4）投入（評価時点） 

日本側： 

総投入額：約1.35億円 

長期専門家派遣：1名（マラリア対策アドバイザー） 

短期専門家派遣：6名（顕微鏡維持管理、マラリア診断、教材開発、マラリア看護、コミュ

ニティ開発、プロジェクト調整/研修調整） 

機材供与：約0.3億円 ローカルコスト負担  約1.7億円 

タンザニア国側 

カウンターパート配置：2名 

研修・セミナー施設、プロジェクト事務所 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 

 

小林 尚行 

 

JICA人間開発部 業務第三グループ 

母子保健チーム長 

評価計画 杉下 智彦 JICA人間開発部 課題アドバイザー 

協力計画 

 

阿部 記実夫

 

JICA人間開発部 業務第三グループ 

母子保健チーム職員 

評価分析 井田 光泰 株式会社インターワークスコンサルタント 

調査期間 2007年7月7日～7月28日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）プロジェクト目標の達成度 

1）プロジェクト目標1「科学的根拠に基づいた診断・看護が医療施設で行われるようにな

る」 
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プロジェクト目標1については5つの指標が設定されており、それらの達成状況からプ

ロジェクト目標1はプロジェクト終了までにおおむね達成されると考えられる。 

マラリア検査結果が医師の診断に活用される度合い（指標2）については調査中である

が、マラリア診断の精度（指標1）に関しては、プロジェクト対象県の検査技師による研

修実施前後のマラリア検査精度の測定結果が、対象7医療施設の3項目すべてについて改

善した。さらに、2006年6月に実施したモロゴロ県の診断実績記録では、傘下の5医療施

設において、研修実施及びAO法診断導入後にマラリア陽性率の大幅な低下がみられた。

診断精度の低い医療施設では擬似陽性率が高いことから、この事実はスライド検査の適

正さが改善されたことを示唆するものと思われる。 

マラリア看護については、研修実施前後の習得度調査、マラリア患者への対応に係る

設問への正解率、キニーネ筋注・静注、服薬指導などに関する観察結果により、看護師

のマラリア看護に関する知識、態度、実技能力向上（指標3）が達成されたことが確認さ

れた。診断、看護、健康教育に関する患者満足度（指標4）については、満足度調査は実

施していないものの、患者/付添者に対する出口調査の結果、看護師に対する研修の実施

前後で、患者/付添者の理解度は大きく向上している。 

プロジェクト活動の制度化（指標5）については、順調に進んでいる。マラリア看護と

診断の研修キットについては、保健省のマラリア対策ブックレット・シリーズとして公

認手続中である。また、2007年7月現在、研修対象46県のうち21県において、2007/2008

年度予算計画にプロジェクトが開発した看護研修コースの実施経費を計上済みである。

 

2）プロジェクト目標2「ハマダラ蚊生息地を減少させるための環境マネジメントモデルを

確立する」 

本目標の指標として、ダルエスサラームのプロジェクト対象地域でのハマダラ蚊生息地

の減少（指標7）が想定されていたが、技術的にこの指標を確認することが困難であるこ

とが判明した。このため同地域（プロジェクト活動により清掃した排水溝周辺エリア）と

地理・環境条件が類似した非介入地域を比較してマラリア罹患率を調査中である。現時点

で環境マネジメントによるベクターコントロール効果を判断することはできないが、今回

の評価調査インタビューによれば、コミュニティリーダーたちは、排水溝清掃とゴミ投棄

減少により排水の滞留と洪水がなくなり、体感的に蚊の発生が減っていると回答した。し

たがってプロジェクトが実施した環境マネジメントモデルは確立したことが推定される。

 

 （2）成果の達成度 

1）「看護講師（県代表）のマラリア看護研修を実施するための能力が向上する」 

2回の研修講師養成コースを実施し、16県・ザンジバルから34名が参加。参加者のテス

ト平均点は研修前後で大幅に上昇した。 

2）「看護講師（県代表）の知識・技術が各県で現場の看護師に伝授される」 

プロジェクトが養成した看護講師が558名の看護師に研修を実施。研修に参加した看護

師のテスト平均点は研修前後で大幅に上昇した。 

3）「検査技師がAO法によるマラリア検査とAO法用顕微鏡の保守管理に関する知識・技術
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を習得し、CHMTへの定期的報告の項目・手順を理解する」 

2回の検査技師養成研修を実施し、80名が参加。研修前後の実技試験において、感受性、

特異性とも結果が大幅に改善した。 

4）「医療施設がAO法用顕微鏡を維持管理し、消耗品を調達する体制が確立する」 

供与したAO法用顕微鏡57台のうち、49台について調査した結果、稼働率は82％であっ

た。 

5）「ダルエスサラーム市の既存のマラリア対策排水溝が清掃される」 

ムトニ（1.7km）とマゴメニ（2.1km）の排水溝清掃が完成した。 

6）「ダルエスサラーム市のコミュニティがハマダラ蚊対策のための環境整備を実施する体

制が確立する」 

18回のコミュニティリーダー会議（550名参加）と10回の住民集会（5,000名参加）が開

催された。また1万8,964世帯の個別訪問が実施された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

本プロジェクトは「タンザニアの中期戦略計画（2002～2007）」に沿っている。プロジェ

クトが取り組んだ適切で効果的なケースマネジメントは同計画の重要な柱であるが、本プ

ロジェクトは制度・システム設計→実施→検証→関係者へのプロモーションのプロセスを

活動に組み込んでおり、アプローチの妥当性も高い。 

 

 （2）有効性 

1）マラリア看護 

マラリア看護研修パッケージは保健省からも高く評価され、保健省のマラリア対策シ

リーズの1つとして認定される予定である。政府が認定した研修パッケージとなれば、大

学や広範な医療施設などで活用される条件が整う。また、看護師の知識と意識、患者へ

のケアと服薬方法など看護師の指導に対する患者の理解度について2007年6月に4県で実

施した看護研修のインパクト調査結果によると、すべての項目で研修後の改善がみられ

たことから、IMCPで開発した研修の有効性が検証された。マラリア看護コンポーネント

は当初のプロジェクト目標を十分に達成したと判断される。 

2）マラリア診断 

顕微鏡の保守点検と精度管理システムの運用など若干効果が限定的であったところは

あるが、プロジェクト目標で掲げた技師の診断の向上は十分に図られ、全体としてマラ

リア診断の適切なシステムづくりに大きく貢献した。 

マラリア検査結果がどの程度マラリア診断に活用されているかについては、現在調査

中である。 

3）環境マネジメント 

排水溝の清掃が完了し、行政と住民組織が積極的に環境マネジメントの活動に関与し

ている。環境マネジメントによるマラリア罹患率への影響は現在調査中である。また、

住民参加による環境マネジメントのモデルは作成中で、終了時評価の時点では、プロジ
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ェクト目標は達成されていない。 

 

 （3）効率性 

1）マラリア看護 

マラリア看護研修パッケージの開発では、研修後もユーザーからの意見を反映させて

改訂を重ねている。従来の研修では弱かった研修後のモニタリングとフォローアップも

研修パッケージに含めており、研修成果を上げるうえでこうした取り組みは非常に有効

であった。 

地方レベルでの円滑な研修実施と対象県外への普及が促進され、どの関係者も研修コ

ースの内容と教材の品質を非常に高く評価していることがわかった。 

2）マラリア診断 

AO顕微鏡を導入した医療施設への調査によれば稼働率は82％と高い。しかし、県・州

病院でのAO法実施率は5割程度と低い。 

プロジェクト開始約1年後に業務調整員が投入され、業務量が軽減されたが、マラリア

対策アドバイザー1名の投入で3つのコンポーネントをもつプロジェクトの運営は非常に

困難と思われる。このプロジェクトのC/Pはマネジメントレベルが1名、専門家と日常的

に活動するC/Pが1名だけであった。また、NMCPにはマラリア診断の専門家が不在であり、

現在まで人材不足のため確保に至っていない。コンポーネント別のワーキンググループ

が中心となって実際の活動を実施し、その方法は有効であったが、県レベルの活動進捗

管理なども専門家チームが指導することとなり、負担が大きかった。本プロジェクトの

ように特に日本側の投入が少ない場合、計画段階あるいはプロジェクトの開始段階で、

実施能力の判定と実施機関の能力に見合った体制づくりを検討することが必要であっ

た。 

3）環境マネジメント 

環境マネジメント分野の進捗が遅れた点については、環境整備の効果の有効性を科学

的に実証しない限り説得力のある政策提言を行うことができないとの認識から、プロジ

ェクトが実証調査を行うことになり、また、実際にはコミュニティ参加のプロセスを指

導できるNGO（Non-Governmental Organization）/CBO（Community Based Organization）が

存在せず、プロジェクトが直接介入した。このコンポーネントについては計画段階で、

実施体制と到達点の見通しに不明確な点があり、タンザニア側の手続きと専門家派遣の

遅れにより、最適なタイミングでの短期専門家派遣が困難であった。 

 

 （4）インパクト 

1）マラリア看護 

2007年7月現在、21県が2007/2008年度予算に看護研修の予算を計上済みであることが確

認されている。さらに、現在、NMCPが本プロジェクトで開発したカスケード方式による

マラリア看護研修パッケージの活用をブッシュ米大統領マラリア・イニシアティブ

（President’s Malaria Initiative：PMI）に提案中であり、実施されれば、全国8ゾーンのう

ち4ゾーンを対象として、270名の県看護講師（District Nurse Trainers：DNTs）（各県4名）、
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1,000名の看護師（各県15名）が育成されることになり、全国規模での普及効果が見込ま

れる。 

2）マラリア診断 

AO法を導入した医療施設での調査団の聞き取り調査では、陽性率が大きく低下したこ

とで過剰診断が減り、マラリア治療薬の消費量が大幅に減少したという。AO法によるマ

ラリア診断は機器が比較的高額であるが、民間病院が独自にAO顕微鏡を購入したり、対

象県のなかにはアルーシャ市やシンヤガ県のように独自にAO顕微鏡の追加購入を予定

するなど、若干の普及効果がみられる。 

3）環境マネジメント 

地域住民の町の美化への意識が高まり、清掃を実施した排水溝周辺では雨期の洪水に

よる被害がなくなり、住民への聞き取り調査では蚊の発生が非常に減少しているとの認

識で一致している。IMCPで取り組んだ環境マネジメントの方法は、マラリア対策だけで

なく、コレラ対策やゴミ処理対策を行うための環境教育・啓発普及方法としても活用で

きる。 

 

 （5）自立発展性 

1）マラリア看護 

研修がパッケージ化されており県のトレーナー研修（Training of Trainers：TOT）講師

養成もできている。パッケージは予算を含め研修計画づくりに必要な情報をすべて網羅

しているため、立案能力の低い県でも中央に依拠せず独自に計画できる。研修の仕組み

の自立発展性は高い。 

2）マラリア診断 

現段階ではAO法による診断を維持するうえでの課題は検査技師/検査助手の確保とい

える。2年間に10名程度の検査技師を育成しなければならない。この研修についても保健

省/NMCPが県向けの技術研修を定期的に（例えば隔年で）実施することが求められる。

対象県の保健局長に働きかけることにより、すべての対象県でAO法に必要な消耗品を購

入するための予算が確保されている。プロジェクト終了後もNMCPが医療品調達局

（Medical Stores Department：MSD）の調達条件を確認すると同時に、県からのリクエス

トを定期的に点検するなどの措置が必要。顕微鏡故障時の修理体制についてもプロジェ

クトの働きかけにより、AO顕微鏡パーツのタンザニア国内での調達経路が確立し、現地

での修理が可能となった。顕微鏡のメンテナンスの優先度も高いため、おおむね維持管

理の仕組みとしては整備されていると判断できる。 

3）環境マネジメント 

土木工事を伴う排水溝の改修、住民レベルの体制づくりと啓発活動など手間のかかる

コンポーネントであり、実質1年未満の取り組みでは十分に自立発展性を確保するための

措置までには至らない。自立発展性確保上の重要なポイントは、排水溝のメンテナンス

予算の措置とタスクフォースメンバーを中心としたコミュニティによる自主的な清掃活

動やゴミ処理など環境マネジメントの啓発活動の継続である。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

プロジェクトの早い段階からインパクト発現のための活動を組み込み、主体的な動きが

あった。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

プロジェクトの成果品である研修教材を政府認定教材とするために保健省と協議を重ね

たり、プロジェクト対象以外の県の代表者を招いて研修を紹介して予算に組み入れるよう

要請するといった活動を行った。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

・マラリア看護 

実施機関のC/P（特にオペレーション・レベル）が計画当初から足りなかった。 

・環境マネジメント 

タイミングよくその分野の専門家を投入することができなかった。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

・マラリア看護 

専門家の業務負担が大きかった。 

・環境マネジメント 

プロジェクト期間内に検証作業が完結できないこととなった。 

 

３－５ 結論 

マラリア看護では、当初の目的を十分に達成し、今後の自立発展性も高く、全国規模での普

及効果も期待される。 

マラリア診断分野では、当初の目的をほぼ達成し、正確なマラリア診断に必要なシステム構

築のほとんどが現時点では順調に機能している。医療施設での検査技師の確保、消耗品の確実

な調達・配給、プロジェクト後にモニタリングできる人材を確保できるかどうかが不安要因で

ある。 

環境マネジメント分野では、当初目的の多くを達成した。効果の実証が終わっていないが、

結果が良好であれば、ベクターコントロールの有力な手段として政策へインパクトを与えるこ

とができる可能性がある。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 （1）プロジェクト終了に向けて 

1）マラリア看護 

看護研修モジュールは、今後のマラリア治療を推進していくために、プロジェクト終

了時までに可能な限りタンザニア国内のみならず国外向けにも本モジュールの紹介を行
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っていくべきである。 

2）マラリア診断 

AO法の導入により診断に熟練を要さずとも正確な診断を迅速性をもってできるよう

になったが保健福祉省における顕微鏡診断における管理能力強化、AO法実施に必要な備

品の確保、リソース・ディレクトリーの作成については改善が必要である。 

3）環境マネジメント 

マラリア排水溝清掃に必要な資金源を他地域においても確保していくためには、終了

時までに可能な範囲にてマラリア排水溝の清掃が及ぼすマラリア予防の効果について具

体的に示していくことがタンザニアにおいては必要である。 

 

 （2）プロジェクト終了後に向けて 

1）マラリア看護 

州レベルにおいて県の指導者を育成していくような階層的・段階的な研修の実施が必

要であり、州及び保健福祉省の設置する州レベルでの研修センターの活用が重要である

旨提言した。 

さらに、本研修が国レベルで十分に活用されるために国立図書館に登録されることが

重要である点を提言した。 

2）マラリア診断 

マラリア診断技術については最近になり顕微鏡を使用しない「ラピッドテスト」が開

発途上国にて導入されつつあり、タンザニアにおけるラピッドテストの役割とAO法を含

む顕微鏡診断の役割、それぞれの位置づけについて戦略を策定することが質の高い診断

を行ううえで重要である点を提言した。AO法の精度管理のためのモニタリングはAO法以

外でも活用されるべきであり、その点を提言した。 

3）環境マネジメント 

実施事例としてガイドラインを策定し、地方自治体に働きかけることにより、住民に

対してマラリア予防に関する正しい知識を普及させていくなどの努力を行っていくこと

が必要である旨提言した。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

 （1）現職訓練におけるカスケード研修システムの導入 

段階的な研修普及制度の導入（カスケード方式）を取り入れたことにより、タンザニア

国側の人的・資金的な主体性を引き出し、マラリア看護技術の自立発展的展開が期待でき

るまでにタンザニア国内で制度化されようとしている。 

 

 （2）質の高い研修教材 

質の高いユーザー・フレンドリーな研修教材は、研修講師によらない均一で質の高い現

職訓練の提供を可能とし、加えて、モデル教材として定期的な改訂にも耐えうるために研

修の継続的な自立発展の基盤となることが予想され、またこのような教材の一部または全
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部は、他の類似保健案件や他セクターでの研修事業にも応用・再生利用可能であることも

確かである。 

 

 （3）コミュニティの巻き込み 

環境マネジメント分野において、地域の主要ステークホルダーを段階的かつ短時間で巻

き込むことによって、マラリア排水溝清掃のみならず地域の美化運動にいたるまでの主体

的参加を引き出すことに成功した。結果として共通の目標に向かって人的ネットワークが

再活性化されたことは、プロジェクトが対象とした流動人口の大きい都市貧困地域（非計

画地域）において重要な意義があると思われた。 

 

 （4）プロジェクトのモニタリング機能 

参加型が主体となっている現行のプロジェクトデザインにおいて、エビデンスを基盤と

するモニタリングが意思決定の重要な因子となることが理解され、戦略的な出口を確保す

るための重要な工夫であると考えられた。 
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タンザニア連合共和国包括的マラリア対策プロジェクト 
終了時評価調査結果について 

 

評価調査団長/母子保健チーム 小林 

１ 評価結果概要 

本プロジェクトは2004年11月から2007年11月までの3年間を協力期間として実施してきた。協力

内容は、マラリアの治療に関するものとして、①抗マラリア剤投与に関する看護師などの治療に

関する知識の向上、②患者の診断能力の向上を図るとともに、マラリア予防対策として、③都市

部にて課題となっているマラリア排水溝を中心とした環境管理の3つのコンポーネントにおいて

協力を展開してきた。 

現地調査、先方との協議などを経た今回の評価結果はおおむね以下のとおりである。 

 

 （1）マラリア治療に関する看護教育 

・ 研修カリキュラム、研修マニュアル、教材などを含む研修パッケージを開発し、16県よ

り34名にTOT研修（教育者向け研修）を実施し、さらに16県とザンジバルにおいて研修

を展開、558名の看護師の研修を実施済みである。また、研修後のモニタリングも実施

している。 

・ 研修の実施により看護師の知識の向上が確認されており、また、プロジェクトにより開

発された研修パッケージが包括的で、絵や図を用い必要な情報をわかりやすく整理する

などの工夫されており、研修終了後も活用されていく可能性が極めて高いことから、優

れた成果を達成したものと評価した。 

 

 （2）AO（アクリジン・オレンジ染色）法による顕微鏡診断教育 

・ AO法顕微鏡診断については顕微鏡の供与に加え、研修カリキュラムや教材が作成され

ており、80名の臨床検査技師に研修を実施済み。また、研修後のモニタリングも行われ

ている。顕微鏡の保守管理に関しては21名の技術者の研修を別途実施している。 

・ 研修の実施により検査技師の知識の向上が確認されており、また、AO法の導入により、

全般的に診断の正確性、迅速性において改善がみられたということができ、当初の成果

目標をおおむね達成したものと評価した。他方、AO法顕微鏡診断に関する消耗品の調達

や機材の保守管理についてこれまでにも改善の努力が行われているものの、さらに工夫

が必要と思われた。 

 

 （3）マラリア排水溝を中心とした環境管理 

・ 排水溝の清掃をムトニ区（1.7km）とマゴメニ区（2.1km）において実施済み。住民を対

象とした集会を10回開催し、約5,000名が参加、住民代表を対象に9回の集会を実施し、

550名のリーダーの啓発を行った。CORPs1を活用し、家庭訪問や集会などを継続的に実

施している。また、住民のマラリア予防知識の向上を図るためのパンフレットなどの作

                                                        
1 CORPs＝Community Owned Resource Personsコミュニティ内の住民による有給ボランティアの仕組みで、コミュニティを対象

とした啓発・普及活動の際に活用されることが多い。 
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成が行われている。 

・ 効果については、現在プロジェクトにおいて調査分析を実施中で、現段階では特定でき

ないが、短期間において保健省、地方自治体、住民を巻き込み多数の活動を行った点は

高く評価できる。また、キノンドニの保健局長に聞き取り調査を行った際には、環境管

理に関し予算の確保に向けて調整しているとの積極的な発言がみられるなど、タンザニ

ア国側による努力も行われる可能性がある。住民の意識にも変化がみられている様子で

ある。 

 

２ 合同調整委員会（JCC）について 

 7月25日に本プロジェクトの合同調整委員会を開催し（保健省Chief Medical Officer同席）、評価結

果、提言について説明のうえ意見交換を行った。コンポーネントごとの先方の意向は以下のとお

りである。 

 （1）マラリア治療に関する看護教育 

・ 研修パッケージについては、プロジェクト終了後もタンザニア国側の予算により他地区

を含め展開していきたい。 

 

 （2）AO（アクリジン・オレンジ染色）法による顕微鏡診断教育 

・ AO法は技術的に優れているものと認識しており、コストが割高であってもプロジェク

ト終了後もタンザニア側の予算により、地域レベルにおいて展開していきたい。保守管

理などの課題については状況をよく確認したい。 

 

 （3）マラリア排水溝を中心とした環境管理 

・ マラリア予防のための環境管理における保健省の役割は重要と認識しており、このプロ

ジェクトでの成果も踏まえ地方自治体、住民向けの環境管理に関するガイドラインを作

成したいと考えている。 

 

３ 今後について（所見） 

 プロジェクトについては、当初の目標をおおむね達成する見込みであり、予定どおり2007年の

11月をもって終了するのが妥当と判断した。先方（マラリア対策局プロジェクトマネジャー）か

らは、AO法を含む顕微鏡診断の精度管理について新規プロジェクトによる支援の要請があったが、

これについては以下の状況から早急に判断すべきでないと考えた。 

・ タンザニアでは診断方法としてRDT（Rapid Diagnosis Test）が試験的に導入されており、今後

末端の保健施設にて展開が予定されていること（WHOでは、マラリア診断方法としてRDTを重

視しており、AO法については特に推奨していない）。 

・ AO法については、ギムザ法に較べ、必ずしも熟練を要さず診断の正確性を高めることができ、

迅速性も高いなど、技術的には優位な面も多いが、AO法顕微鏡に必要な安定した電源の確保や

顕微鏡自体のコスト、保守管理などの条件を考えると、開発途上国の、特に地域レベルでの展

開においては注意を要すること。 

・ 技術の進歩によりRDTの普及など新しい診断方法も導入されるなかで、顕微鏡診断の役割（実施

目的や場所など）を明確する必要があること（これについては、現在保健省のDiagnostic Unit
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にて検討中とのことである）。 

 

 タンザニアにおいては、依然マラリアは保健分野の重要課題であり、今後も協力を行っていく

ことは必要と思われる。他方、以上の理由から、保健省における今後のマラリア対策の（診断方

法を含む）戦略や方向性が定まったところで、どのような協力の展開が最も効果があるのかを検

討していくのが妥当であると思われた。 

 



 

－4－ 

第１章 調査概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯・目的 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）の社会において、マラリアは、HIV/エイ

ズと並び大きな社会的・経済的負担を及ぼしている疾患の1つである。タンザニアにおけるマラリ

アの患者数は、年間1,400万人から1,800万人にのぼっており、医療施設を訪れる外来患者全体の

40％を占める。うち110万人は入院が必要な重篤状態に陥り、年10万人が死亡している。また、マ

ラリアで死亡する患者の大部分が妊産婦及び5歳未満児である。 

タンザニア保健社会福祉省はマラリア対策を行うため、国家マラリア対策計画（National Malaria 

Control Programme：NMCP）を策定し、実施を進めている。NMCPは世界保健機関（WHO）が各

国と共同で推進している「ロールバック・マラリア・イニシアティブ」（Roll Back Malaria：RBM）

が勧める「早期診断」と「早期治療」を基本に位置づけている。 

国際協力機構（JICA）はこうしたタンザニア政府の努力を支援するため、1986年より無償資金

協力を中心としたマラリア対策協力活動を実施した。また、1993年から2002年にかけては検査及

び看護に係る現地国内研修を実施した。その後タンザニア政府からの要請により、保健社会福祉

省下にあるNMCPをカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2004年11月から2007年11

月までの予定で、「タンザニア連合共和国包括的マラリア対策プロジェクト（Integrated Malaria 

Control Project：IMCP）」を実施している。 

プロジェクト終了を控え、開始時からの実績（投入・活動実績、成果・目標達成度など）を確

認し、評価5項目の観点から分析を行い、タンザニア・日本国側双方に対する提言・教訓を取りま

とめるとともに、先方関係者との協議を通じて、予定協力期間終了後の本件の扱いについて検討

を加え、提言として取りまとめることを目的として、本件終了時評価調査を実施した。 

 

１－２ 調査団構成 

担当分野 氏名 所属 

団長/総括 小林 尚行 JICA人間開発部 業務第三グループ 母子保健チーム長 

評価計画 杉下 智彦 JICA人間開発部 課題アドバイザー 

協力計画 阿部 記実夫 JICA人間開発部 業務第三グループ 母子保健チーム職員 

評価分析 井田 光泰 株式会社インターワークスコンサルタント 

 

１－３ 調査日程 

現地調査は2007年7月7日から7月28日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

月日 内容 

7月7日（土） 
＜井田団員（コンサルタント）＞ 

日本発 

7月8日（日） 
タンザニア着 

JICAタンザニア事務所打合せ 

7月9日（月） プロジェクト専門家聞き取り 
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7月10日（火） フィールド調査（ムワンザ市役所及び保健施設訪問） 

7月11日（水） フィールド調査（アルーシャ役場及び保健施設訪問） 

7月12日（木） フィールド調査（ダルエスサラーム市テメケ、キノンドニ地区） 

7月13日（金） タンザニア国側評価者との打合せ 

7月14日（土） 
＜井田団員＞評価報告書案作成 

＜小林団長、阿部団員＞日本発 

7月15日（日） 
＜井田団員＞評価報告書案作成 

＜小林団長、阿部団員＞タンザニア着 

7月16日（月） 
事務所協議、市内ヘルスセンター訪問、Medical Store Dept.訪問、テメケ、キノンド

ニ地区訪問 

7月17日（火） WHO事務所訪問、第1回合同評価委員会 

7月18日（水） フィールド調査（モロゴロ州保健局長表敬、モロゴロ地区、ボメロ地区調査） 

7月19日（木） フィールド調査（モロゴロ州ボメロ、メレラ保健センター調査） 

7月20日（金） 
ダルエスサラーム市役所及びテメケ地区訪問、保健省首席医務官表敬、ムトニ/マゴ

メニ地区訪問 

7月21日（土） 評価報告書案作成 

7月22日（日） 評価報告書案作成 

7月23日（月） 事務所及び専門家との打合せ、第2回合同評価委員会 

7月24日（火） NMCP及び保健省との協議、評価報告書案作成 

7月25日（水） 合同調整委員会/最終合同評価委員会（ミニッツ署名） 

7月26日（木） 在タンザニア日本大使館報告、JICAタンザニア事務所打合せ 

7月27日（金） 全団員タンザニア発 

7月28日（土） 小林団長、井田団員日本着（阿部団員のみ別案件でシリアへ移動） 

 

１－４ 主要面談者 

氏名 役職 所属 

タンザニア国側   

（保健社会福祉省）   

Dr. Deo Mtasiwa Chief Medical Officer MOHSW 

Dr. Alex Mwita Program Manager NMCP 

Dr. Wanjala Marero Head of case management cell ditto 

Dr. Sixbert Mkude Project Counterpart Technical Advisor ditto 

Mr. Winfred Mwafongo Senior Health Officer ditto 

   

（ダルエスサラーム市）   

Mr. Rogastian Msafiri Acting Director Dar es Salaam City Council 

Ms. Sylvia Lawi Deputy City Medical Officer ditto 

Ms. Kadhija Kannady City Malaria Control Officer ditto 

Ms. Lucy Nderimo Quality Assurance Manager 
Medical Service Department（MSD）, 

Dar es Salaam 

Mr. James Msami Malaria Coordinator Temeke Municipal Council 
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Ms Beatrice Byarugaba Municipal Medical Officer of Health Kinondoni Municipal Council 

Mr. Abdulla Hemedi Malaria Coordinator ditto 

Mr. Donati Mlay Malaria Focal Person ditto 

Mr. Thomas Mshana Municipal Laboratory Technologist Ilala Municipal Council 

Dr. Meshack M.Z. Massi Regional Medical Officer Morogoro Region 

Ms. Anna Gutapaka Regional Nursing Officer Morogoro District Council 

Ms. Zainabu Mfaume District Laboratory Technologist ditto 

Mr. Wilfred Matee District Nursing Officer ditto 

Ms. Joyce Mganga Nursing Officer ditto 

Ms. Bahati Mbogo District Laboratory Technologist Mvomero District Council 

Ms. Christina John Laboratory  Assistant Melela Health Center 

   

（ムワンザ市）   

Dr. Kimaro City Medical Office of Health Mwanza City Council 

Mrs. Edda Mahawi City Nursing Officer ditto 

Ms. Leah Bukongoro City Nurse Trainer ditto 

Mr. Matandiko Zonal Manager 
Medical Service Department（MSD）, 

Mwanza City 

   

（アルーシャ地区）   

Dr. Job T. Laizer Municipal Director Arusha Municipal Council 

Dr. Ole Solomon Municipal Medical Officer of Health ditto 

Ernest H. Mamuya Malaria Focal Person ditto 

Ms. Regina Darabe Ag. Municipal Nursing Officer ditto 

Ms. Claudia Kinunda Municipal Nurse Trainer ditto 

Mr. Amani Lyimo Municipal Laboratory Technologist Municipal City Council 

Mr. Hunterson Mwugaya Laboratory Assistant 
Levolosi HC Arusha Municipal 

Council 

   

タンザニア側評価者   

Dr. Thecla Kohi Lecturer Muhinbili University 

Prof. Zul Premji Associate Professor ditto 

Dr. Ritha John A. Njau Roll Back Malaria Coordinator WHO 

   

ドナー関係者他   

Ms. Veronica Mpazi Nurse Tutor Muhimbili School of Nurse Teachers 

Dr. MohammedBelhocine Roll Back Malaria Coordinator WHO 
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日本側関係者   

伊藤 誠 特命全権大使 在タンザニア日本大使館 

牧野 耕司 次長 JICAタンザニア事務所 

西 直子 所員 同上 

Mr. Daniel Kayanda Senior Program Office for Health 同上 

   

プロジェクト   

金森 将吾 マラリア対策アドバイザー 包括的マラリア対策プロジェクト 

藤本 明子 業務調整/研修コーディネーター 同上 

鶴田 厚子 コミュニティ開発（短期専門家） 同上 

Mr. Mariango Msuya Engineer Consultant 同上 

Mr. Rusticus Pambamaji Project Assistant 同上 

 

１－５ 評価手法 

本プロジェクトの評価調査は、文献（プロジェクト作成資料、その他関係資料）調査と関係者

への聞き取り調査及び意見交換、現場視察を組み合わせて行った。具体的には、評価5項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に沿ってプロジェクト評価を実施するとともに、

合同評価とするため、タンザニア国側評価者により、タンザニア国側の視点に立った評価を行っ

たうえで、両者協力の下、双方が合意した教訓・提言を取りまとめ、評価報告書として完成させ

た。 

 

１－６ プロジェクト概要 

本プロジェクト「タンザニア包括的マラリア対策プロジェクト」は、保健社会福祉省下にある

NMCPをC/P機関として、2004年11月から2007年11月までの3年間の予定で実施している。具体的に

は、①マラリア看護、②マラリア診断、③コミュニティにおける環境マネジメント、の3つのコン

ポーネントの実施を通じて、保健施設におけるマラリアへの対応が適切に行われ、かつダルエス

サラ―ム市内のハマダラ蚊の生息地が減少することをめざしている。 

 

プロジェクト概要 

＜上位目標＞ 

マラリアによる死亡率が減少する。 

 

＜プロジェクト目標＞ 

①科学的根拠に基づいた診断・看護が医療施設で行われるようになる。 

②ハマダラ蚊生息地を減少させるための環境マネジメントモデルを確立する。 

 

各コンポーネントの活動の要約は以下のとおり。 
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コンポーネント 活動の構成 

マラリア疾患の適切な診断 ・地方保健局長への適切な診断に関する啓発 

・検査技師の研修 

・マラリア診断のモニタリング体制の強化 

マラリア疾患の適切な看護 ・地方保健局長への適切な看護に関する啓発 

・看護講師（県代表）の研修 

・対象県での看護研修の支援 

ハマダラ蚊生息地の環境マネ

ジメント 

・ダルエスサラーム市のマラリア対策排水溝の清掃 

・コミュニティへの環境衛生・マラリア対策に関する教育と啓発 
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第２章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

２－１ 投入 

２－１－１ 日本側の投入 

（1）現地業務費と機材 

プロジェクト終了まで含めた日本側の投入総額は13億6,750万シリング（約1.35億円）で、

各年度の投入量は表2-1のとおりである。 

 

表２－１ 日本側投入内訳 

（単位：100万シリング） 

投入項目 2004 2005 2006 2007 合計 

現地業務費 20.0 204.7 594.4  237.9＊ 1,057.1 

機材 22.7 262.3  25.3    0  310.4 

合計 42.7 467.0 619.7 237.9 1,367.5 

*プロジェクト終了時までの計画分を含む。 

 

現地業務費は、一般管理・事務費、研修費（研修教材の開発費と印刷代、外部講師への

謝金、参加者の日当宿泊代）が主な支出項目である。機材費としては、57台のアクリジン・

オレンジ（Acridine Orange：AO）顕微鏡と小型ソーラー、電圧安定器などが主な項目であ

る（詳細については付属資料3を参照）。 

 

（2）専門家の投入 

プロジェクト期間を通した専門家の分野と従事期間は表2-2のとおり。専門家の投入合計

59.23人/月。 

 

表２－２ 専門家の投入合計日数 

長期専門家 

分野 人数 従事月数 

マラリア対策アドバイザー 1 34.3 

合計 1 34.3 

短期専門家 

分野 人数 従事月数 

顕微鏡維持管理 1 1.73 

マラリア診断 1 2.73 

教材開発 1 2.47 

マラリア看護 1 3.77 

コミュニティ開発 1 6.50 

プロジェクト調整/研修調整 1 7.73 

合計 6 24.93 
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２－１－２ タンザニア国側の投入 

（1）カウンターパート（C/P）の配置 

プロジェクト開始時から、NMCPのプログラム・マネジャーが専門家のC/Pとして配置さ

れた。その後、2005年8月の合同調整委員会で日常的な活動に従事するC/P 1名を追加するこ

とが決まった。 

 

２－２ 実施プロセス 

本プロジェクトの実施プロセスで特徴的な点を以下に示す。 

・ プロジェクトでは、まずカスケード方式によるマラリア看護研修モデルなどの「モデル」

やマラリア診断の体制・仕組みづくりなどの「システム」を構築し、実際にそうしたモデ

ル・システムの有効性を現場で検証したうえで、政策立案者や地方自治体に売り込むこと

を基本的アプローチとして採用している。検証・普及のためのプロジェクトではモニタリ

ングによるデータ収集と分析に力を入れている。 

・ 実施当初から、プロジェクトでは過去のJICAのマラリア対策事業の経験と教訓を生かすこ

とを重視してきた。先行案件で弱かったモニタリング・評価、フォローアップを研修パッ

ケージに組み込んだのは、こうした過去の経験を生かしたことによる。 

・ プロジェクトでは品質の高い研修教材の開発を重視して重点的な取り組みを行ってきた。

品質向上のために、ユーザーを含め参加型でニーズ調査、研修開発、研修後の教材改訂と

いった一連の作業を実施した。 

・ マラリア看護研修を県に採用してもらうために、県の事業計画書づくりを支援して、プロ

ジェクトで開発した研修をそのなかに組み込むように働きかけた。その結果、多くの県が

プロジェクトの研修パッケージを予算化することになった。 

 

２－３ 実績 

２－３－１ 活動実績 

（1）マラリア看護 

活動計画 活動実績 主な成果 

研修講師養成コースのカ

リキュラムと教材開発 

研修カリキュラムと講師用研修教材の

作成 

「マラリア患者ケア研修コー

ス教材」（「研修ガイド」の一部）

講師研修の実施 2回の研修講師養成コースが実施され、

16県・ザンジバルから34名が参加 

34名の県研修講師 

カスケード研修の教材開

発 

研修カリキュラムと研修教材の作成 「マラリア患者看護ケア研修

コースのテキスト（英語版・ス

ワヒリ語版）」 

カスケード方式による県

での研修実施 

16県とザンジバルでプロジェクトが養

成した県看護講師が合計558名の看護

師に研修を実施 

558名の県看護師への研修県看

護講師の講師経験の蓄積 

看護研修後のモニタリン

グ・評価ツールの開発 

看護実技テスト結果に基づき、看護師

のパーフォーマンスをモニタリング・

評価するツールを開発 

「マラリア患者ケア研修コー

ス教材」（「研修ガイド」の一部）

看護研修のグッドプラク

テス紹介パンフレットの

作成 

パンフレットの作成と全県への配布。レ

イクゾーンとコーストゾーンの県保健

局長を招いた看護研修の紹介に活用 

「マラリア患者ケア研修コー

ス」パンフレット 

「研修モデル普及報告書」 
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（2）マラリア診断 

活動計画 活動実績 主な成果 

研修コース設計 研修カリキュラムを策定し、研修教材

を開発。1回目の研修を経て改訂版を作

成 

研修マニュアル「マラリア診断

研修コース」 

研修コース実施 全対象県から80名の検査技師を集めて

2週間の研修を実施（2回に分けて実施）

80名の検査技師への研修 

診断サービス評価ツール

の作成 

診断サービスを評価するツールを作成

して、AO顕微鏡を供与した医療施設で

活用を指導 

「検査監理、習熟度テスト、再

テスト、on-the-spotチェックの

ためのチェックリスト」 

医療機器修理工場のAO

顕微鏡修理技術強化 

顕微鏡の保守・メンテナンスに関する

研修セミナーを実施 

21名のメンテナンス・スタッフ

への研修 

メンテナンスの手順・方

法の確立 

顕微鏡のメンテナンスを予算化するよ

うに県保健局長へ働きかけ。メンテナ

ンスサービスを確保するために現地代

理店との交渉 

民間企業がAO顕微鏡の代理店

となることに合意 

AO法に必要な消耗品の

確保手順・方法の確立 

AO法の消耗品に関する問題の調査、報

告書の作成、県保健局長への提出。AO

法に必要な消耗品を県予算に含めるよ

う働きかけを実施 

AO顕微鏡の供与を受けた県で

は消耗品確保のための予算化

を図ると回答 

医療従事者用の啓発 2種類のポスター（医療従事者向けと患

者向け）を作成し配布 

ポスター「適正マラリア診断」。

AO顕微鏡を供与した医療施設

に配布 

 

（3）環境マネジメント 

活動計画 活動実績 主な成果 

ダルエスサラーム市のマ

ラリア排水溝の実態把握 

排水溝の実態調査を実施 15ワード中、11ワードの排水溝

の実態が確認 

ダルエスサラーム市に存

在するハマダラ蚊生息地

の情報収集 

ハマダラ蚊の生息地に関する情報収集

と同時に排水溝の実態調査を実施。同

調査は市役所が継続実施中 

「ハマダラ蚊生息地の環境マネ

ジメント、フェーズI ダルエス

サラームの特定地域におけるマ

ラリア排水溝の現状（最終報告

書）」 

マラリア排水溝の清掃支

援 

ムトニとマゴメニワードで2007年1月

〜4月に排水溝の清掃が実施 

ムトニ（ 1.7km ）とマゴメニ

（2.1km）の排水溝清掃 

保健・衛生に関するコミ

ュニティ向けのセミナー

開催 

コミュニティリーダーを巻込んだタス

クフォースを形成。タスクフォースが

中心になり、コミュニティリーダー会

議、住民集会を開催し、啓発普及を実

施。さらに、CORPs1を活用した個別訪

問による啓発活動を展開 

18回のコミュニティリーダー会

議（550名参加）と10回の住民集

会（5,000名参加）を開催 

 

 

                                                        
1 CORPs＝Community Owned Resource Personsコミュニティ内の住民による有給ボランティアの仕組みで、コミュニティを対象

とした啓発・普及活動の際に活用されることが多い。 
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プロジェクトによる成果品リストは、付属資料4を参照。 

 

２－３－２ 成果の達成状況 

本プロジェクトは3分野に対して6つの成果目標を掲げている。以下に成果と指標に対応した6

つの成果の達成状況を示す。 

（1）マラリア看護 

成果1：看護講師（県代表）のマラリア看護研修を実施するための能力が向上する 

指 標 結 果 

・ 講師研修を受講した看護講師

（県代表）の数 

・ 2回の研修講師養成コースが実施され、16県・ザンジバルか

ら34名が参加 

・ 講師研修でテストに合格した

看護講師（県代表）の割合 

・ 2回の研修を実施したうち、1回目の2006年1月のテスト平均

点は、研修前の53％から研修後の82％ にアップ。2006年11

月の2回目の研修では35％から 79％にアップした。 

成果2：看護講師（県代表）の知識・技術が各県で現場の看護婦に伝授される 

指 標 結 果 

・ 看護講師（県代表）が実施す

るマラリア看護研修を受講し

た看護師の数 

・ 16県とザンジバルでプロジェクトが養成した看護講師が合

計558名の看護師に研修を実施 

・ マラリア看護研修でテストに

合格した看護師の割合 

・ 558名の参加者への研修前後のテスト結果は、平均で43.0％

から75.1％に上昇した。 

 

（2）マラリア診断 

成果3：検査技師がAO法によるマラリア検査とAO顕微鏡の保守管理に関する知識・技術を習得し、

CHMTへの定期的報告の項目・手順を理解する 

指 標 結 果 

・ 研修を受講した検査技師の数 ・ プロジェクト対象県から検査技師を集めて2回研修を実施

し、約80名を養成した。 

・ 研修でテストに合格した検査

技師の数 

・ 2005年9月の1回目の研修参加者34名に対する研修前後の実

技試験（血液検査含む）の結果では、敏感度が75.5％から

93.1％に、特異性が76.5％から86.3％に向上した。 

・ 2007年1月の2回目の研修参加者44名に対する研修前後の実

技試験（血液検査スライドのチェック含む）の結果では、

敏感度が58.0％から95.5％に、特異性が90.9％から94.3％に

向上した。 

成果4：医療施設がAO顕微鏡を維持管理し、消耗品を調達する体制が確立する 

指 標 結 果 

・ O法を実施している医療施設

の数 

・ 供与したAO顕微鏡57台のうち、49台について調査した結

果、稼働率は82％。 
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（3）環境マネジメント 

成果5：ダルエスサラーム市の既存のマラリア対策排水溝が清掃される 

指 標 結 果 

・ プロジェクト期間中に清掃さ

れたマラリア対策排水溝の距

離 

・ ムトニ（1.7km）とマゴメニ（2.1km）の排水溝清掃が完成

成果6：ダルエスサラーム市のコミュニティがハマダラ蚊対策のための環境整備を実施する体制

が確立する 

指 標 結 果 

・ 保健・衛生セミナーに参加し、

得た知識をコミュニティに広

げる活動を実施したコミュニ

ティリーダーの数・割合 

・ 18回のコミュニティリーダー会議（550名参加）と10回の住

民集会（5,000名参加）を開催 

・ 2007年6月段階で、CORPsはマゴメニで2万9,727名（8,290

世帯）、ムトニで5万1,635名（1万674世帯）への個別訪問を

実施 

 

２－３－３ プロジェクト目標の達成状況 

本プロジェクトでは、マラリア看護とマラリア診断については「医療施設で、実証済のマラ

リアのケース・マネジメント（マラリア看護と診断）が向上する」、環境マネジメントについて

は「ハマダラ蚊の生息地を減少させるのに有効な、自立性の高い環境マネジメントのモデルが

確立する」という2つのプロジェクト目標が挙げられた。以下に各指標に沿って、プロジェクト

目標の達成状況を示す。 

 

（1）マラリア診断 

 マラリア診断関連指標1：マラリア診断検査の精度が向上する。 

プロジェクトでは、2005年度と2006年度にプロジェクト対象県の検査技師を対象とした

マラリア診断研修を実施した。研修前後での参加者のマラリア検査精度を測定した結果を

表2-3に示す。いずれの場合も、研修前後で診断感度と診断精度が上昇した。 

 

表２－３ 7つの医療施設における診断精度の変化 

対象施設 
 

K統計量 

ドドマ市 /マ
コレHC 
 

モロゴロ郡 /
ンゲレンゲレ 
HC 

ムクランガ郡/
ムクランガ県

病院 

ムワンザ市 /
ブズルガHC 
 

アルーシャ市/
カロレニHC 
 

タンガ市 /ン
ガミアニHC 
 

ムトワラ郡 /
ナングルウェ

HC 
研修前 0.2 0.71 0.67 0.01 0.07 0.04 0.03 

研修後 0.56 0.88 0.71 0.02 0.67 0.08 0.24 
 

対象施設 
 

敏感度（％） 

ドドマ市 /マ
コレHC 
 

モロゴロ郡 /
ンゲレンゲレ 
HC 

ムクランガ郡/
ムクランガ県

病院 

ムワンザ市 /
ブズルガHC 
 

アルーシャ市/
カロレニHC 
 

タンガ市 /ン
ガミアニHC 
 

ムトワラ郡 /
ナングルウェ

HC 
研修前 14.29 65.22 69.70 100.00 7.70 66.70 67.70 

研修後 40.00 97.30 88.06 13.33 50.00 63.60 48.60 
 

対象施設 
 

特異性（％） 

ドドマ市 /マ
コレHC 
 

モロゴロ郡 /
ンゲレンゲレ 
HC 

ムクランガ郡/
ムクランガ県

病院 

ムワンザ市 /
ブズルガHC 
 

アルーシャ市/
カロレニHC 
 

タンガ市 /ン
ガミアニHC 
 

ムトワラ郡 /
ナングルウェ

HC 
研修前 98.92 98.27 95.83 1.14 97.90 62.50 36.70 

研修後 100.00 97.34 89.3 81.40 100.00 71.20 74.60 
出所：IMCP 
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また、2006年6月に実施したモロゴロ県の診断実績記録では傘下の5つの医療施設で、研

修とAO法導入後、陽性率の大幅な低下がみられた。この事実が直接診断精度の向上を示す

わけではないが、診断精度の低い医療施設では疑似陽性率が高いことから、この結果はス

ライド検査の適正さに改善がみられることを示唆するものと思われる。図2-1のグラフはモ

ロゴロ県の2つの医療施設におけるAO法導入後の陽性率の変化を示したもので、非常に大き

な変化が認められる。 
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出所：：IMCP 

図２－１ AO法導入後の陽性率の変化 

ギムザ法実施 AO法実施

研修実施 AO顕微鏡導入 
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マラリア診断関連指標2：マラリア検査結果が医師の診断に活用される度合が高まる。 

プロジェクトでは検査結果が医師に活用されているか調査中であり、現段階でこの指標

に沿った到達状況は確認できない。 

 

（2）マラリア看護 

 マラリア看護関連指標1：看護師のマラリア看護に関する知識、態度、実技能力が向上す

る。 

上記指標によるプロジェクトの到達度は、研修前後の研修生の変化で測定することが可

能である。研修前の状況は2007年1月に実施したベースライン調査、研修後の状況は2007年

6月に実施したインパクト調査の結果を活用することができる。対象はシンヤンガ県、タン

ガ市、ドドマ県、アルーシャ市の4県地域の医療施設である。 

 

表２－４ ベースライン調査とインパクト調査の概要 

調査項目 調査方法 サンプル規模 

看護師のマラリア看護についての知識 質問票調査 B：176, I：92 

マラリア患者への態度・対応 質問票調査 B：176, I：92 

マラリア看護における看護師のスキル チェック表による直接観察 B： 60, I：57 

患者/付添者による看護師の指導の理解度 質問票調査（出口調査） B： 55, I：55 

（B：ベースライン調査 I：インパクト調査） 

 

看護師の知識の習得度については、研修受講者にマラリア看護に関する97項目の設問を

与えて正解率を測った。受講生ごとに採点し、4段階で成績をつけている（優：正解率76～

100％、良：65～75％、可：50～64％、不可：0～49％）。この採点法は看護学校の方法を活

用したものである。調査結果によれば、不可がなくなり、総体的にも看護師の知識の底上

げができたことがわかる。 

 

表２－５ 看護師の知識の変化（研修前後比較） 

評価 研修前 研修後 

優 0.6 18.5 

良 5.7 66.3 

可 71.0 13.0 

不可 22.7 0.0 

不明 0.00 2.2 

合計 100.0 100.0 

出所：Impact report on knowledge, attitudes and practices of nurses caring for patients 
with uncomplicated and complicated malaria in Tanga, Shinyanga, Dodoma and 
Arusha districts health facilities, Tanzania（Draft） 

 

インパクト調査の結果から、看護師の患者への対応・態度についても改善がみられる。

マラリア患者に対する正しい対応・態度を問う設問に対して、平均で75.3％から84.0％に正

解率が向上した。 
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患者の実技能力については、ベースライン調査とインパクト調査でマラリア患者へのキ

ニーネ筋注・静注、服薬指導など患者への教育を適切に実施しているか観察している。調

査結果は表2-6のとおり、適切な看護ができるようになった看護師が13.3％から56.1％と大幅

に増加し、技能の劣る看護師も全体の3.5％まで減った。 

 

表２－６ 看護師の実技能力の変化（研修前後比較） 

達成状況 研修前 研修後 

適正なケアのできた看護師の割合 13.3 56.1 

部分的に適正なケアのできた看護師の割合 75.0 40.4 

適正なケアのできていない看護師の割合 11.7 3.5 

合計 100.0 100.0 

出所： Impact report on knowledge, attitudes and practices of nurses caring for patients with 
uncomplicated and complicated malaria in Tanga, Shinyanga, Dodoma and Arusha districts 
health facilities, Tanzania（Draft） 

 

マラリア看護関連指標2：マラリア診断サービス、入院患者に対する看護、入院・外来患者

の教育に関する患者の満足度が向上する。 

プロジェクトでは「患者満足度調査」は実施していない。ただし、ベースライン・イン

パクト調査では、患者/付添者に対する出口調査を行い、患者/付添者が看護師の指導内容を

どの程度理解しているかを調査した。研修前後での変化をみると、薬の飲み方については

ほとんどの患者/付添者が正しく理解しており、再診すべき症状についても理解が不十分な

項目もあるが、全体的には理解度は大きく進んでいる。 

 

表２－７ 患者/付添者への出口調査結果（研修前後比較） 

患者/付添への質問事項 
正しく回答した患者/付添（母親）

研修前 研修後 

1 適切な服薬量 73.3 90.9 

2 適切な服薬頻度 68.3 89.1 

3 薬を飲む期間 68.3 78.2 

4 病院で至急再診してもらう症状   

症状の悪化 28.3 70.9 

熱が下がらない時 26.7 63.6 

繰り返しおう吐した時 5 45.5 

水が飲めなくなった時 5 29.1 

熱痙攣があった時 8.3 27.3 

5 ACTを服薬しても4日で改善されない時 10 50.9 

6 殺虫剤付きの蚊帳の利用の有効性 46.7 81.8 

 回答者の合計 55 55 

出所：Impact report on knowledge, attitudes and practices of nurses caring for patients with uncomplicated 
and complicated malaria in Tanga, Shinyanga, Dodoma and Arusha districts health facilities, Tanzania
（Draft） 
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マラリア看護関連成果3：研修モデルの政府による認知、プロジェクト活動の県予算への組

み込みなど、プロジェクト活動が制度化される。 

プロジェクト活動の制度化は順調に進んでいる。マラリア看護と診断の研修キットにつ

いては、保健省の公認を受けるための技術セミナーが2007年6月に開催された。現在、保健

省のマラリア対策ブックレット・シリーズとして公認の手続き中である。 

2006年11月と12月に、プロジェクトではコーストゾーンとレイクゾーンの46県の保健局

長と年度計画を担当する行政官を招きマラリア看護に関するセミナーを開催した。セミナ

ーの結果、多くの県が独自予算でプロジェクトが開発したマラリア看護の研修コースを実

施したいとの表明があった。2007年7月現在、21県が実際に2007/2008年度の計画に研修予算

を組み込み済みである。 

 

表２－８ コーストゾーンとレイクゾーンの県の研修予算化状況（2007/2008年度） 

項目 コーストゾーン レイクゾーン 合計 

県予算に研修費を計上済みの県 7 14 21 

県予算に研修費を計上しなかった県 3 0 3 

未回答 6 16 22 

合計 16 30 46 

出所：IMCP 

 

（3）環境マネジメント 

この分野のプロジェクト目標は、「ハマダラ蚊の生息地を減少されるための自立的な環境

マネジメントのモデルが提供される」であり、関連指標として、ダルエサラームのプロジ

ェクト対象地域でのハマダラ蚊の生息地の減少が想定されていたが、技術的にこの指標を

実証するのは困難である。このため、プロジェクトでは同地域（清掃した排水溝周辺エリ

ア）と地理・環境条件が類似した非介入エリアを比較して住民のマラリア罹患率の変化を

調査することにした。環境マネジメント活動の効果を科学的に実証するためのインパクト

調査を実施中である。現時点で環境マネジメントによるベクターコントロール効果を判断

することはできないが、本評価調査の聞き取り調査によれば、コミュニティリーダーたち

は、排水溝清掃とゴミの投棄の減少により排水の滞留と洪水がなくなり、体感的には蚊の

発生が減っていると回答した。 

 

２－３－４ 上位目標に対する本プロジェクトの貢献度 

本プロジェクトの最終目的はマラリア死亡率の減少である。NMCPによれば入手可能なマラリ

ア死亡率の最新データは2005年に集計したもので、2004年末に開始された本プロジェクトの貢

献度を測ることはできない。先に述べたようにダルエサラームのプロジェクト対象地域の罹患

率についてはプロジェクトのインパクト調査が完了した時点でデータ入手が可能である。 
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表２－９ マラリア罹患率と死亡率データ 

 2001 2003 2005 

死亡原因に対するマラリア死亡率（全年齢） 44 41 41 

死亡原因に対するマラリア死亡率（5歳未満） 51 41 46 

死亡原因に対するマラリア死亡率（5歳以上） 41 22 26 

死亡原因に対するマラリア罹患率（全年齢） 42 40 43 

死亡原因に対するマラリア罹患率（5歳未満） 47 43 47 

死亡原因に対するマラリア罹患率（5歳以上） 40 31 41 

入院患者のマラリア死亡率（5歳未満） 2.8 3.2 2.5 

入院患者のマラリア死亡率（5歳以上） 3.5 3.1 3.3 

出所：Monitoring and evaluation of the malaria medium-term strategic plan-2005（Draft）, NMCP 

 

上記データは、NMCPがまとめた21県の医療施設における患者のマラリア罹患率と死亡率を示

したものである。タンザニアでは全国的なサーベイによる統計データはなく、医療施設から上

がってきたデータ集計に基づいてマラリア罹患率・死亡率をだしている。例えば、この表のマ

ラリア死亡率は医療施設で死亡した患者のうち、マラリアによる死亡率をマラリア死亡率とし

て公表している（2005年の場合、医療施設で死亡した患者の44％がマラリアによる）。このデー

タから、医療施設における死亡原因のなかでマラリアの割合が大きいことがわかる。 

参考までにダルエサラームのプロジェクト対象エリアのあるテメケ県とコントロール・エリ

アの対象県であるイララ県のマラリア関連データを表2-10に示す。 

 

表２－10 ダルエサラームの対象県の概況（2006） 

 テメケ イララ 

人口 823,438 763,232 

マラリア外来患者数 394,602 352,993 

マラリア入院患者   

合併症を伴わないマラリア 6,127 894 

重症マラリア 6,443 7,762 

マラリア患者の死亡者数   

合併症を伴わないマラリア 0 1 

重症マラリア 549 682 

出所：NMCP/HMIS 
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第３章 5項目評価の結果 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトはNMCPの中期戦略計画（2002～2007）に沿っており、プロジェクトが取り組ん

だ適切で効果的なケースマネジメントは戦略の重要な柱である。プロジェクト期間中に第一選択

治療薬の変更があったが、高価な薬の消費量を抑制するうえでも正確なマラリア診断とそれを維

持するシステムの構築というプロジェクトのアプローチは妥当性があった。また、治療薬の変更

などもプロジェクトのマラリア看護研修のなかに取り込まれている。 

中期戦略計画（2002～2007）ではマラリアのラボ検査と早期治療の強化が重視され、中期戦略

計画（草案）（2008～2012）では、顕微鏡検査実施が可能な施設については顕微鏡検査の強化を実

施し、それ以外の施設については簡易テストキット（Rapid Diagnosis Test：RDT）の導入を進める

予定である。このことから、本プロジェクトがめざす顕微鏡診断強化のアプローチの妥当性が認

められる。一方、政府のグローバルファンド（ラウンド7）への提案では、すべての医療施設にRDT

を導入することが意図されている。このため政策上は顕微鏡診断とRDTの棲分けが明確でも、医

療施設レベルでは顕微鏡検査の役割が低下することが危惧される。ただし、現在、ブッシュ米大

統領マラリア・イニシアティブ（President’s Malaria Initiative：PMI）がRDTのオペレーショナルリ

サーチを実施中であるが、必ずしも期待した診断精度が得られていない。全国規模でRDTを導入

するための計画もまだ策定されていない。RDT導入のタイミングと期間、医療施設への普及状況

など、今後も推移をモニタリングする必要がある。 

プロジェクトはマラリア診断コンポーネントとマラリア看護コンポーネントの対象地域をタン

ザニア本土16県とザンジバルと設定した。これは、タンザニア全体の10％強に相当する。16県を

対象としたことはパイロット・プロジェクトの実施・検証には十分な規模であった。小児疾患の

総合的管理（Integrated Management of Childhood Illness：IMCI）の実施ではドナーが地域割りで面

的な支援を行っており、NMCPの一部にはJICAにも技術・制度/システム整備支援の枠を超えた面

的な協力への期待感がある。タンザニアでより広範な支持者を獲得するためには、プロジェクト

が非常に完成度の高い制度・システムを構築し、その有効性を実証して行くことが求められてい

る。本プロジェクトは制度・システム設計→実施→検証→関係者へのプロモーションのプロセス

を活動に組み込んでおりアプローチ上の妥当性も高い。 

 

３－２ 有効性 

３－２－１ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標の1つは、マラリア看護と診断のケースマネジメントの向上である。マラリ

ア看護のケースマネジメントの改善状況を図る指標として（1）研修の制度化、（2）看護師の知識

と意識、患者へのケアと患者の理解度を挙げることができる。研修制度化について、マラリア

看護研修パッケージは保健省からも高く評価され、保健省のマラリア対策シリーズの1つとして

認定される予定である。政府の認定された研修パッケージとなれば大学や広範な医療施設など

で活用される条件が整う。また対象16県のうち9県が既に2007/2008年度予算に研修を組み込んで

おり、研修の制度化が進んでいる。（2）の看護師の知識と意識、患者へのケアと服薬方法など看

護師の指導に対する患者の理解度について2007年6月に4県で実施した看護研修のインパクト調

査結果によると、すべての項目で研修後の改善がみられたことから、IMCPで開発した研修の有
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効性が検証された。このように、指標に照らして、マラリア看護コンポーネントは当初のプロ

ジェクト目標を十分に達成したと判断できる。 

マラリア診断技術の向上を測る指標として、7つの医療施設で研修後の検査精度の調査結果が

活用できる。この結果によるとK統計量、敏感度、特異性に関して4施設で大幅な改善、3施設で

良好な改善がみられた。こうした結果から、検査技師の検査精度の向上が確認できた。マラリ

ア検査結果がどの程度マラリア診断に活用されているかについては、現在調査中である。IMCP

では、検査技師の技術向上だけでなく、適切な診断技術を行うためのSOP（Standard Operating 

Procedure）、顕微鏡の保守点検/メンテナンス、消耗品・部品の確保、現場での精度管理の仕組み

を提示・指導して、診断システムの構築を図った。プロジェクト目標で掲げた技師の診断の向

上は十分に図られ、顕微鏡の保守点検と精度管理システムの運用など若干効果が限定的であっ

たところはあるが、全体としてマラリア診断の適切なシステムづくりに大きく貢献した。 

環境コンポーネントについては、排水溝の清掃が完了し、行政と住民組織が積極的に環境マ

ネジメントの活動に関与している。しかし、環境マネジメントによるマラリア罹患率への影響

は現在調査中である。また、住民参加による環境マネジメントのモデルも作成中で、終了時評

価の時点では、プロジェクト目標はいまだ達成されていない。 

 

３－２－２ 成果の達成度 

マラリア看護の県看護講師（District Nurse Trainers：DNT）と県の育成とDNTによる県のマラ

リア看護研修では、当初の成果目標を十分に達成した。講師養成では2回の研修コースを開催し、

16県とザンジバルからの34名のトレーナー研修（Training of Trainers：TOT）講師を養成した。

研修前後のテストスコア比較で、1回目研修では平均53％から82％に、2回目の研修では35％か

ら79％にそれぞれ大幅にスコアが向上した。また、県レベルの研修には558名（対象県の看護師

の約26％）が参加し、研修前後のテストスコア比較で43％から75％にスコアが向上した。 

マラリア診断コンポーネントも当初の成果目標を達成した。具体的には、AO法のマラリア検

査研修を2回実施し、AO法によるマラリア診断のできる検査技師80名を養成した。これは対象県

の検査技師の82％に相当する。1回目の研修後の実技試験では、敏感度（Sensitivity）が75.5％か

ら93.1％に、特異度（Specificity）が76.5％から86.3％に向上した。2回目の研修後の実技試験で

は敏感度が58.0％から95.5％に、特異度が90.9％から94.3％に向上した。研修後、57の医療機関

にAO顕微鏡が供与され、49の医療施設に対する調査では稼働率は82％（40医療機関）である。 

ダルエスサラーム市内のマゴメニ区（2.1km）とムトニ区（1.7km）のマラリア対策排水溝の

清掃が実施された。同時期にマラリア排水溝を維持するためのコミュニティ啓発活動が実施さ

れた。18回のコミュニティリーダーの会議に550名、10回のコミュニティ集会に約5,000名が参加

した。また、CORPsを使い継続的に地域での環境教育をすすめ、これまでに同地域で1万8,964

世帯（8万1,362名）へのマラリアと環境保全についての啓発活動を行った。これらの活動が地域

住民のマラリア罹患率に与える影響を実証するための調査を2007年7月より実施予定である。 

 

３－３ 効率性 

マラリア看護研修パッケージの開発では、新しいマラリア診断・治療ガイドラインの内容を反

映しつつ、ユーザーへのニーズ調査に基づき教材を開発し、研修後もユーザーからの意見を反映

させて改訂を重ねている。従来の研修では弱かった研修後のモニタリングとフォローアップも研
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修パッケージに含めており、研修成果を上げるうえでこうした取り組みは非常に有効であった。

また、電気のない場所でも研修が実施できるように紙ベースのフリップチャートを取り入れてい

るなどの配慮も図られている。 

IMCPが開発した成果品へのユーザーの高い評価によって、地方レベルでの円滑な研修実施と対

象県外への普及が促進された。NMCP、上記3県の県医務官（District Medical Officer：DMO）、講師、

研修参加者への聞き取り調査によれば、どの関係者も研修コースの内容と教材の品質を非常に高

く評価していることがわかった。講師への聞き取りでは、看護講師養成コースのうち、特にファ

シリテーションスキルのモジュールへの評価が高かった。彼らにとって今までほとんど経験のな

い指導法であったが、マラリア看護に限らず看護師や患者の指導などにも汎用性の高いスキルで

あったことによる。講師と研修参加者いずれも教材（ハンドアウト）はリファレンスとして日常

的に活用していると回答した。 

AO顕微鏡を導入した医療施設への調査によれば稼働率は82％と高い。しかし、県・州病院での

AO法実施率は5割程度と低い。これは本プロジェクトでは県を対象としたため、州病院が県病院を

兼務している地域では十分に影響を与えられなかったこと、どの検査方法を採用するかは各検査

技師に委ねられるため、研修を受けた検査技師の意思や検査室での職位などに影響されたことな

どによる。ただし、医療施設で検査法の規準が定められていないため、個々の医療施設に働きか

けるしか方法がないのが現状である。 

マラリア対策アドバイザー1名の投入で3つのコンポーネントをもつプロジェクトの運営は非常

に困難と思われる（プロジェクト開始約1年後に業務調整員を投入したことで業務量の軽減は図ら

れた）。特に環境マネジメントは、ケースマネジメントと分野の類似性も低いため当初からの専門

家の投入が必要であった。 

JICAの技術協力スキームでは専門家がC/Pを指導し、C/Pとその直属のオペレーショナル・レベ

ルのスタッフが実際の活動を担うことが多いが、このプロジェクトのC/Pはマネジメントレベルが

1名、専門家と日常的に活動するC/Pが1名だけであった。また、NMCPにはマラリア診断の専門家

がおらず、プロジェクトでは人材確保を再三要請したが、現在まで人材不足のため確保に至って

いない。コンポーネント別のワーキンググループが中心となって実際の活動を実施し、その方法

は有効であった。しかし、NMCP内に各コンポーネントを管理・指導・モニタリングするC/Pが配

置されなかった。このため、県レベルの活動の進捗管理なども専門家チームが直接指導すること

になり、業務負担が大きかった。本プロジェクトのように特に日本側の投入が少ない場合、計画

段階あるいはプロジェクトの開始段階で、実施能力の判定と実施機関の能力に見合った体制づく

りを検討することが必要であった。 

本プロジェクトではワーキンググループに外部リソース（大学、ローカルコンサルタントなど）

を含めて、教材開発などの面でプロジェクトの成果を高めることができ、有効であった。 

環境マネジメント分野の進捗が遅れた点については、以下の事由が挙げられる。 

・ （当初計画からの変更点）プロジェクト・ドキュメントでは「ダルエサラーム市のコミュ

ニティがハマダラ蚊対策のための環境整備を実施する体制を確立する」が成果目標であり、

プロジェクトがNGO/CBOに委託し市役所が監督するという実施方法を想定した。このため、

投入についても短期専門家が1年目に排水溝清掃を含む全体の枠組・計画を行い、その後は

ローカルコンサルタントを活用することを予定していた。しかし、実際には環境整備の効

果の有効性を科学的に実証しない限り説得力のある政策提言を行うことができないとの認
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識から、プロジェクトが実証調査を行うことになった。また、実際にはコミュニティ参加

のプロセスを指導できるNGO/CBOが存在せず、プロジェクトが直接介入する必要があった。

このコンポーネントについては計画段階で、実施体制（NGOの実施能力判断、プロジェク

ト/行政/NGO/コミュニティの役割分担など）と到達点の見通し（上位目標にインパクトを

与える道筋やプロジェクト後の維持管理の方策）について不明確な点があった。 

・ （手続き上の問題）タンザニア国側の手続きと専門家派遣の遅れによってタイミングよく

短期専門家を派遣できなかった。 

 

３－４ インパクト 

 （1）マラリア看護 

IMCPで開発されたマラリア看護研修パッケージは高い普及効果が見込まれる。レークゾー

ンとコーストゾーンの県の代表者を招いたマラリア看護セミナーでこの研修を紹介したとこ

ろ、多くの県でこの研修の予算が確保される見込みである。2007年7月現在、21県が2007/2008

年度予算に看護研修の予算を計上済みであることが確認されている。また、対象外の県から

DNTが講師要請を受けたり、NGOが研修教材を活用して看護研修を行うといった普及効果も

みられる。さらに、現在、NMCPがIMCPで開発したカスケード方式によるマラリア看護研修

パッケージの活用をPMIに提案中である。実施されれば、全国8ゾーンのうち4ゾーンを対象と

して、270名のDNTs（各県4名）、1,000名の看護師（各県15名）が育成されることになり、全

国規模での普及効果が見込まれる。 

 

 （2）マラリア診断 

AO法を導入した医療施設での調査団のヒアリングでは、陽性率が大きく低下したことで過

剰診断が減り、マラリア治療薬の消費量が大幅に減少したという。AO法を導入したことでど

の程度の医療コスト低減効果があったか更に調査が必要だが、プラスの経済的効果の発現が

期待できる3。 

どのような医療購入を購入するかは県の専権事項であり、AO顕微鏡の購入も県の判断次第

である。AO法によるマラリア診断は機器が比較的高額なため、普及が大幅に進むことは想定

できない。しかし、民間病院が独自にAO顕微鏡を購入したり、対象県のなかにはアルーシャ

市やシンヤガ県のように独自にAO顕微鏡の追加購入を予定するなど、若干の普及効果がみら

れる。 

 

 （3）環境マネジメント 

環境マネジメントコンポーネントの活動により、以下の波及効果が生じた。 

・ 地域住民のマラリア対策への意識のみならず、町の美化への意識が高まった。 

                                                        
3 医療施設と患者の意識や行動様式に起因する要因から、診断結果で陽性率が低下しても薬の消費量削減に直結しないことが

ある点には注意が必要。具体的には次のようなケースが挙げられる。（1）医師が診断結果を信用せず（あるいは患者のリクエ

ストで）陰性でも薬を処方してしまうことがある。（2）患者は発熱＝マラリアとの意識が強いため、診断結果を信用せず他の

医療施設で処方してもらうことがある。実際、今回の現地調査で6名の患者（母親）にインタビューしたところ、1名は診断

結果を信用せず他の医療機関で薬を処方してもらうと回答した。診断精度への信頼を獲得するには検査技師だけでなく他の

医療施設スタッフと患者への働きかけが不可欠である。 
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・ 清掃を実施した排水溝周辺では雨期の洪水による被害がなくなった。 

・ 定量的なデータはインパクト調査の結果待ちではあるが、住民への聞き取り調査では

蚊の発生が非常に減少しているとの認識で一致している。 

・ タンザニア政府が国家マラリア対策中期戦略計画（2008～2012）に環境マネジメント

のアプローチを重点戦略として取り入れた。IMCPで取り組んでいるコミュニティレベ

ルのタスクフォースとCORPsによるインターベンションの方法が文書化されれば、今

後の環境マネジメントの事業に活用される可能性がある。 

IMCPで取り組んだ環境マネジメントの方法は、マラリア対策だけでなく、コレラ対策やゴ

ミ処理対策を行うための環境教育・啓発普及方法としても活用できる。IMCPではこれまで

CORPsの有効な活用法や住民組織と行政の連携方法を試行しており、啓発普及の1つのモデル

として提示できれば、地方政府がさまざまな啓発普及活動に活用することも期待できる。 

 

３－５ 自立発展性 

 （1）マラリア看護 

研修がパッケージ化されており県のTOT講師養成もできている。パッケージは予算を含め研

修計画づくりに必要な情報をすべて網羅しているため、立案能力の低い県でも中央に依拠せ

ず独自に計画できる。研修の仕組みの自立発展性は高い。実際、対象県の来年度以降の研修

予算の確保状況は良好で、16対象県のうち既に9県で2007/2008度予算に研修予算を確保済であ

る。今回、調査団が聞き取り調査した県（アルーシャ、ムワンザ、モロゴロ県）では、今後

も継続的に県の予算で研修を実施することに前向きであった。 

将来的なリスク要因としては、現在各県に講師は2〜4名程度なので、もう数名確保しない

と講師不足が起こる懸念がある。PMIが4ゾーンでマラリア看護研修を普及する可能性はある

が、県の看護講師の育成は保健省/NMCPが制度化して継続して取り組むべき課題である。 

マラリア看護分野は技術革新による第一選択薬の変更や看護師の役割の変更など、外部環

境の変化による影響を受けやすい。研修パッケージもこうした変化を取り入れて適宜改訂を

行う必要がある。教材の改訂ではNMCPが主導的な役割を果たすことが求められる。 

 

 （2）マラリア診断 

AO顕微鏡の稼働状況はおおむね良好でIMCPが調査した49の医療施設のうち82％の医療施

設で稼働中である。上記49カ所のうち、AO法が活用されていない施設は9カ所で活用していな

い理由として検査技師の不在が大きく（7件）、2件はRDTを導入。また、稼働はしているが、

活用が部分的な施設も5カ所（他の方法との併用・補完用）ある。こうした施設ではギムザ法

（3件）、フィールドステイン法（2件）を併用している。稼働率が低下する最大の理由は技師

の不在で、消耗品の不足・故障など機器のO&Mに起因する要因は数件のみ。このため、現段

階ではAO法による診を維持するうえでの課題は検査技師/検査助手の確保といえる。特に都市

からのアクセスが悪くなるほど予算は確保されても適任者がみつからないという需給ギャッ

プが顕著となる。 

新規雇用に加え、異動・退職者がでるため今後AO法を活用できる検査技師が不足すること

が想定される。研修受講者80名のうち現在も継続しているのは約70名（90％）。今後も2年間

に10名程度の検査技師を育成しなければならない。この研修についても保健省/NMCPが県向
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けの技術研修を定期的（例えば隔年で）実施することが求められる。 

IMCPでは、当初より消耗品の円滑な調達がAO法を継続するうえで不可欠との認識から、医

療品調達局（Medical Stores Department：MSD）との協議を重ね、消耗品の調達と質の問題を

ほぼ解決した。また、対象県の保健局長に働きかけることにより、すべての対象県でAO法に

必要な消耗品を購入するための予算が確保されている。MSDでは県のリクエストに応じて消

耗品を調達するので、県が正確な必要量と適切な仕様やメーカー名を伝えないとストック不

足や低品質な消耗品の配給といった問題が発生する。プロジェクトでは既にこうした必要情

報をMSDと県に伝達済みなので、プロジェクト終了後もNMCPがMSDの調達条件を確認する

と同時に、県からのリクエストを定期的に点検するなどの措置が必要。医療施設への聞き取

り調査では、スライドグラスなどの在庫不足で一時的に稼働しないケースがあった。同じ県

内の施設では同様の問題が起こっていないことから、問題は検査技師・医療施設による不十

分な在庫管理に起因していると思われる。 

顕微鏡故障時の修理体制についてもプロジェクトの働きかけにより、AO顕微鏡パーツのタ

ンザニア国内での調達経路が確立し、現地での修理が可能となった。タンザニア国内の民間

業者にはAO顕微鏡を修理できる技術をもった技師がいるため、パーツが入手できれば顕微鏡

の修理は可能といえる。AO顕微鏡を供与した全県でラボ機器のメンテナンスの予算を確保し

ており、顕微鏡のメンテナンスの優先度も高いため、おおむね維持管理の仕組みとしては整

備されていると判断できる。ただし、ほとんどの医療施設がまだ故障を経験していないので、

IMCPで確立した修理の体制が本当に機能するかどうか検証されていない。今までは専門家が

直接消耗品・パーツの確保状況のモニタリングやトラブルシューティングの指導を行ってき

たため、プロジェクト終了後はその役割をNMCPに移転することが不可欠である。また、予防

的メンテナンスについてはあまり手がついておらず、モニタリングの強化が必要である。 

マラリア診断の精度管理については、AO法が標準的な診断法として活用されている4県で巡

回指導型精度管理システムの運用を試みている。月に1回、県の検査技師がヘルスセンターか

らスライドサンプルを回収するか、巡回指導時にクロスチェックを行っている。精度管理の

システムは本来検査室全体の仕組みとして国のガイドラインに沿って導入することが必要で、

マラリア診断に限定した場合、その精度管理システムの継続的な運用は最終的には個々の

県・検査技師の意欲に委ねられてしまう。また、AO法以外の診断法も併用されている県では、

精度管理システムづくりそのものが大変な作業となる。精度管理システムの構築はこのプロ

ジェクトの範囲を超えた枠組が必要で、今後の課題として残る。ただし、今回本プロジェク

トで取り組んだ精度管理はクロスチェックの結果だけでなく、タンザニアで検査技術の精度

管理を行ううえでの課題を明らかにする貴重な経験を提供することができると思われる。 

 

 （3）環境コンポーネント 

対象区のコーディネータ、コミュニティリーダー、CORPsへの聞き取り調査によれば環境

改善と啓発普及をセットにした取り組みは経験がなかったが、洪水の減少や蚊の減少を体感

したことで、環境マネジメントへの意欲が高まり、ゴミの投棄も減ったという。市役所・県

も、排水溝の清掃だけでなく、タスクフォースを中心にコミュニティを巻込み、CORPsを活

用して啓発活動を行うというIMCPのアプローチを高く評価している。 

ただし、土木工事を伴う排水溝の改修、住民レベルの体制づくりと啓発活動など手間のか
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かるコンポーネントであり、実質1年未満の取り組みでは十分に自立発展性を確保するための

措置まで至らない。自立発展性確保上の重要なポイントは、排水溝のメンテナンス予算の措

置とタスクフォースメンバーを中心としたコミュニティによる自主的な清掃活動やゴミ処理

など環境マネジメントの啓発活動の継続である。プロジェクト対象のキノンドニ区とテメケ

区では、工事部が2006/2007年度から排水溝メンテナンスの予算を確保している。キノンドニ

ではコミュニティファンドを設置して住民の清掃・環境教育などを継続することを計画して

いる。プロジェクトで終了までにこうした取り組みを支援することが望まれる。 

タンザニア政府が環境マネジメントのアプローチを国家マラリア中期戦略（2008～2012）

に取り入れる予定であり、今後予算が確保されれば活動の継続性も高まることが期待される。 

 

３－６ 促進要因/阻害要因 

（1）促進要因 

IMCPではプロジェクトの早い段階からインパクト発現のための活動を組み込んでいた。具

体的には、プロジェクトの成果品である研修教材を政府認定教材とするために保健省と協議

を重ねたり、プロジェクト対象以外の県の代表者を招いて研修を紹介して予算に組み入れる

よう要請するといった活動を行った。このプロジェクトでは実施半ばで既にインパクトの発

現がみられるのはそうしたプロジェクトの主体的な動きがあったからである。 

 

（2）阻害要因 

1）実施機関のC/P（特にオペレーション・レベル）が計画当初から足りなかった。プロジェ

クト期間内に、C/Pの増員（検査技師）を要請したが、人材確保に至らなかった。この結果、

専門家がフィールドレベルのオペレーションまで指導しなければならず、業務負担が大き

かった。また、今後の自立発展性を担保するためにも、NMCP内に県のオペレーションを指

導・モニタリングできる人材の確保は不可欠であった。 

2）環境マネジメント分野は、活動の成果を検証して政策立案者や地方政府にマーケティン

グするというアプローチを選択したこともあり、同分野の活動項目・範囲が拡大した（こ

うした戦略はプロジェクトの計画段階ではなかった）。しかし、タイミングよくその分野の

専門家を投入することができなかったために、プロジェクト期間内に検証作業が完結でき

ないこととなった。 

 

３－７ 結論 

IMCPのケースマネジメント強化のアプローチと協力範囲はタンザニア政府の戦略と一致してい

る。マラリア診断を行う検査技師と一番マラリア患者を直接指導する看護師の能力強化は極めて

妥当であった。環境マネジメントは新しいマラリア対策の取り組みであったが、NMCPが既に環境

マネジメントを次期マラリア対策中期戦略に加えるなど、現在ではその重要性が認識されている。 

マラリア看護分野は当初の目的を十分に達成した。プロジェクトで開発したカスケード方式に

よる看護研修パッケージは品質が高く関係者と受講者から非常に高い評価を受けている。研修前

後の調査による研修効果も確認済みである。既に多くの県がこのパッケージを採用した研修を予

算化しており、今後の自立発展性も高く、全国規模での普及効果も期待される。 

マラリア診断分野では当初の目的をほぼ達成した。プロジェクトでは研修により検査技師の育
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成を行い、AO法の導入・定着を図った。現在、8割以上の医療施設でAO顕微鏡が稼働している。

プロジェクトでは単に技術を伝えるだけでなく、検査記録管理、精度管理、AO顕微鏡の保守点検・

メンテナンス、消耗品の確保など含む正確なマラリア診断に必要なシステム構築を図った。こう

したシステムのほとんどが現時点ではうまく機能している。自立発展性については医療施設での

検査技師の確保、消耗品の確実な調達・配給など不安要因があり、今後もモニタリングする必要

がある。また、NMCPでプロジェクト後にモニタリングできる人材を確保できるかどうかも不安要

因である。 

環境マネジメント分野については当初目的の多くを達成した。しかし、まだ環境マネジメント

の効果の実証が終わっていない。実証調査の結果が良好であれば、環境マネジメントはベクター

コントロールの有力な手段として政策へインパクトを与えることができる可能性がある。 
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第４章 提 言 
 

４－１ 提言 

保健福祉省や地方自治体との討議、現地調査を踏まえたうえで、第3章、第4章における分析に

基づき、プロジェクトの終了に向けて取るべき措置とプロジェクト終了後の更なるプロジェクト

の成果拡大に向けての取り組みに分けて以下のとおり提言を行い、先方より了承を得た。 

 

４－１－１ プロジェクト終了に向けての提言 

（1）看護研修について 

看護研修モジュールについては、研修カリキュラム、教師用マニュアル、教材、モニタ

リング用シートなどをパッケージ化しており、マラリア治療に必要な内容を包括的に取り

込みつつ、タンザニアの事情にあった形に取りまとめられており、有効なツールとして既

に活用されている。今後のマラリア治療を推進していくために、プロジェクト終了時まで

に可能な限りタンザニア国内のみならず国外向けにも本モジュールの紹介を行っていくべ

きである。 

 

（2）マラリア診断について 

タンザニアにおいてはマラリア患者数が多く、特に人口の集中する都市部などにおいて

は診断のスピードを上げることが求められている。また、マラリア患者の約9割は熱帯性マ

ラリアといわれている。AO法の導入により診断に熟練を要さずとも正確な診断を迅速性を

もってできるようになった点が認められているが、以下の点については改善が必要と考え

られた。 

・保健福祉省における顕微鏡診断における管理能力強化 

現在、保健福祉省マラリア対策プログラムに顕微鏡診断技師が配置されていないこと

もあり、地域レベルでの顕微鏡診断の質の確保を中央から支援するにはこの部分の強化

が必要とされる。 

・AO法実施に必要な備品の確保 

タンザニアにおいては医療品調達局（MSD）が薬剤や消耗品などの調達を一括して行

い、地方へ配送を行っている。AO法に関する資材の調達もこのMSDを通じて行っている。

しかし、MSDにより調達されたAO法用の染色パウダーの一部の質に問題があったとの指

摘もあるため、今後のAO法診断の精度確保を行っていくには、マラリア対策プログラム

がMSDをチェックしていく体制が必要である。 

・リソース・ディレクトリーの作成 

プロジェクト終了後に、AO法顕微鏡のメインテナンスが十分に行われるために、簡易

な修理の手順や、メインテナンスに関する連絡先などを記入したディレクトリーをプロ

ジェクト終了までに用意しておくことが重要である。 

 

（3）環境管理について 

環境管理については、現在プロジェクトにより、マラリア排水溝の清掃によるインパク

ト調査が行われている段階である。終了時までに可能な範囲にてマラリア排水溝の清掃が
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及ぼすマラリア予防の効果について具体的に示していくことがタンザニアにおいては必要

である。マラリア排水溝清掃に必要な資金源を他地域においても確保していくためには、

そのような説明が必要とされているからである。 

 

４－１－２ プロジェクト終了後に向けての提言 

（1）看護研修について 

マラリア治療の正しい知識を幅広くタンザニアに普及させていくためには、本プロジェ

クトで開発された研修を卒前・卒後教育で実施していくことが必要である。そのためには、

卒前教育に関しては、保健福祉省の管轄下にある教育機関において本研修を取り入れてい

くことと、また卒後研修に関しては地方自治団体が医療従事者の本研修経費を計上してい

くことが必要であり、これらについて保健福祉省は働きかけをしていくことが必要である。 

タンザニアにおいては、同国政府の政策として地方分権化を県レベルを中心に行ってき

た。他方、県レベルでの看護人材育成を拡大していくためには州レベルにおいて県の指導

者を育成していくような階層的・段階的な研修の実施が必要である。州及び保健福祉省の

設置する州レベルでの研修センターの活用が重要である旨提言した。 

マラリア対策における診断、治療は技術の進歩により変化を遂げていくものである。そ

のため、本研修モジュールについても、マラリア対策プログラムが中心となって定期的に

見直しを図っていくことが必要である。 

さらに、本研修が国レベルで十分に活用されるために国立図書館に登録されることが重

要である点を提言した。 

 

（2）顕微鏡診断について 

本プロジェクトの開始時と異なり、マラリア診断技術については最近になり顕微鏡を使

用しない「ラピッドテスト」が開発途上国にて導入されつつあり、タンザニアにおいても

既に試験的に導入が開始されている。保健福祉省としては、顕微鏡診断が今後も中心的な

診断方法と位置づけるという点を主張しているが、他方で「ラピッドテスト」については、

特に顕微鏡を有しない末端での保健医療施設において今後導入が図られていくことが検討

されている。このような状況から、まずは今後のマラリア診断方法の計画が十分検討され

ることが必要であり、タンザニアにおけるラピッドテストの役割とAO法を含む顕微鏡診断

の役割、それぞれの位置づけについて戦略を策定することが質の高い診断を行ううえで重

要である点を提言した。 

本プロジェクトにおいては、AO法の導入に関し、同診断の精度管理のためにモニタリン

グを行っている。このようなモニタリングはAO法以外でも活用されるべきであり、その点

を提言した。 

看護研修と同様に、顕微鏡診断の精度を地域的に幅広く確保していくためには、州レベ

ルで技術的助言やサポートを県レベルの技術者に行っていくことが必要である。 

 

（3）環境管理について 

住民レベルでのマラリア予防対策を推進していくためには、地方自治体、住民組織に加

え保健福祉省の3者の協力が必要である。特にWard（区）レベルでの予防対策強化が重要と
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されているが、住民のマラリア予防に関する知識は低いのが現状である。保健福祉省は本

プロジェクトでの経験を生かし、それを1つの実施事例としてガイドラインを策定し、地方

自治体に働きかけることをとおし、住民に対してマラリア予防に関する正しい知識を普及

させていくなどの努力を行っていくことが必要である旨提言した。 
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第５章 プロジェクトの教訓 
 

プロジェクトでは、他の類似保健案件のみならず、他分野においても応用可能な汎用性の高い

教訓が得られてきている。そして、これらの教訓を文書化・視覚化し、タンザニア国内外への裨

益・普及を行うことは、大変意味のあることと思われた。しかし今回の終了時評価期間だけでは、

教訓のすべてを細部にわたって分析することは困難である。そのため、プロジェクト終了までの

期間に専門家及びC/Pが協働してプロジェクトの成果と教訓をまとめる作業が強く推奨される。こ

こでは、評価調査団としてまとめた主な教訓に限り下記に紹介する。 

 

５－１ 教訓1（現職訓練におけるカスケード研修システムの導入） 

プロジェクトでは、現職マラリア看護訓練において、段階的な研修普及制度の導入（カスケー

ド方式）を取り入れたことにより、タンザニア側の人的・資金的な主体性を引き出し、マラリア

看護技術の自立発展的展開が期待できるまでにタンザニア国内で制度化されようとしている。 

このカスケード方式研修は、最初のナショナル・トレーナーに対する研修を国家マラリア対策

課が主体となって実施し、その後、ナショナル・トレーナーが県のマラリア看護担当者に対して

現職トレーナー訓練（TOT）を行うところまでをプロジェクトがサポートすることから始まる（主

にJICA資金による）。その後は、訓練を受けてトレーナーとして認定された県のマラリア看護担当

者が、地域の保健診療施設担当者に対して訓練を行うという、段階的な技術普及方法である（カ

スケード研修、県予算で実施する）。 

プロジェクトでは、このカスケード研修をより現実可能なものとするために、研修パッケージ

の開発（県予算化するための研修概算案、研修マテリアルのシリーズ化）や、県政府予算担当者

に対する研修効果の啓発活動（県計画課長や県保健医務官などを対称）などを行ってきた。また

均一で質の高い研修を行うために、ユーザー・フレンドリーな研修教材を開発することで、研修

講師の質に頼らない訓練システムを構築してきた。同時に、電気の安定しない地方での研修を可

能にするために、研修教材にフリップチャートや印刷物などの工夫を行ってきた。 

このようなプロジェクトのきめの細かい対応により、たとえばモロゴロ県では、2006/2007年度

県予算で主体的に施設看護師研修を行い、2007/2008年度県予算ではさらに末端レベルの看護担当

者への現職研修と診断担当者（医師、クリニカル・オフィサー）への啓発活動を計画している。

またプロジェクト対象県ではない隣接のキロンベロ県へ出前講師としての普及活動も始まってお

り（キロンベロ県予算で実施）、縦横面での自立発展が始まっていることが確認された。 

 

５－２ 教訓2（質の高い研修教材） 

プロジェクトでは、現職マラリア看護研修教材や環境教育パンフレットなどの作成にあたり、

研修員や視聴者などのユーザーの視点で開発を行い、現地漫画家による挿絵を製作したり、簡単

な図やフローチャートの作成、理解困難な内容などに関して何度も改訂作業を行うことなどによ

り、より「使いやすく」「使いたくなる」研修教材を製作してきた。 

この教材開発にあたっては、プロジェクト開始後早期に研修教材開発の専門家を現地に投入し、

現地の研修ニーズを的確に把握し、内容的にもデザイン的にも質の高い教材が開発されてきた。

また、このような努力と工夫によってプロジェクトで開発された現職看護研修教材は、米国PMI

がプロジェクト終了後も継続支援を表明していることにも示されるように、応用可能で持続的な
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国際基準の研修教材である。 

このように、質の高いユーザー・フレンドリーな研修教材は、先の教訓にも述べたとおり、研

修講師によらない均一で質の高い現職訓練の提供を可能とし、加えて、モデル教材として定期的

な改訂にも耐えうるために研修の継続的な自立発展の基盤となることが予想された。またこのよ

うな教材の一部または全部は、他の類似保健案件や他セクターでの研修事業にも応用・再生利用

可能であることも確かである。 

つまり、このようにユーザーフレンドリーな教材開発に人的・時間的にも資金的にも初期投資

することは、それ以降の発展を考えると、大いに検討すべき事項であることが理解された。 

 

５－３ 教訓3（コミュニティの巻き込み） 

プロジェクトでは、環境マラリア・コンポーネントにおいて、地域の主要ステークホルダーを

段階的かつ短時間で巻き込むことによって、マラリア排水溝清掃のみならず地域の美化運動にい

たるまでの主体的参加を引き出すことに成功した。 

これは、プロジェクト環境専門家による地方自治体及びコミュニティ指導者の関係者分析から

始まり、それぞれの行政レベルにおいて主体的参加を促す啓発活動やコミュニティの集団啓発活

動を、段階的かつ集中的に行うことにより、地域の清掃活動というこれまで問題だと認識されな

がらリソースを動員できなかった自治活動に対して、主体的なコミットメントを発現する契機を

つくり、各行政レベルの接着作業によって活動実施にまで連動することに成功したといえる。 

特に、これまで組織的には関係はあったが機能していなかった目に見えない人的ネットワーク

が、プロジェクト専門家がカタリストとして触発することにより、レベルの違った行政機能が結

合され、結果として共通の目標に向かって人的ネットワークが再活性化されたことは、プロジェ

クトが対象とした流動人口の大きい都市貧困地域（非計画地域）において重要な意義があると思

われた。 

また人的ネットワークの活性化のためには、行政地区（ワード）と村落集団（ハムレット、テ

ンセル）というような、一種敵対関係にあるような異なるレベルの行政組織を共通の目標の基で

一致団結させてしまうような強い接着力、つまり他者であるプロジェクト専門家や市行政官とい

った高次の潜在的リーダーシップが不可欠であると考えられた。 

 

５－４ 教訓4（プロジェクトのモニタリング機能） 

プロジェクトでは、モデル地区での成果を他地域に普及していくという演繹的アプローチを戦

略的に行ってきた。そのため、モデル地区の選定を慎重に行い、そのモデル地区における成果発

現のモニタリングを重要視しプロジェクトのデザイン時からモニタリング機能を活動に組み込み、

将来的普及に対してエビデンスをもって説明責任に耐えうる努力をしてきた。つまり丁寧にデザ

インされ実施されたモニタリングによって、プロジェクトの成果や目的達成が関係者に周知され

ることにより、ステークホルダーにプロジェクト活動の説明責任が果たされ、プロジェクト終了

後も主体的に、もしくは他の機関に継承されながら活動が引き継がれていくための基盤を強化し

てきた。 

このように参加型が主体となっている現行のプロジェクトデザインにおいて、エビデンスを基

盤とするモニタリングが意思決定の重要な因子となることが理解され、戦略的な出口を確保する

ための重要な工夫であると考えられた。 
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特に、PDM（Project Design Matrix）は構造上、誰がどのようなプロセスで成果を事業効果（イ

ンパクト）発現までつなげるのか不明確であることが多いことに対し、プロジェクトでは国家マ

ラリア対策課を活動実施とモニタリングの主体をとして明確に位置づけ、インパクト発現に至る

までのモニタリングと関連付けることにより、インパクト発現までの道筋が明確にされたと考え

られた。可能な限り、こうしたオペレーショナル・リサーチに似たモニタリング機能を活動計画

に組み込むことが、双方にとって目標を明確にし、継続的かつ自立発展的なインパクトを生み出

すために必要であると思われた。 
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